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新 旧 対 照 表 

現       行 改   正   案 

広島市要介護認定等資料提供制度要綱 

 

第１条～第９条 （略） 

 

（地域包括支援センター への情報提供の特例） 

第１０条 地域包括支援センター と契約している要支援者が要介護・要支

援認定申請を行った結果，要介護と認定された場合で，本人の認定申請書

等の同意欄において事業者に対し第３条第１項第１号から第３号までに規

定する資料を提供することに係る本人の同意があるときは，本市は当該地

域包括支援センター に対し，要介護・要支援認定の判定結果及び当該認

定の有効期間に係る情報に限り提供できるものとする。 

 

第１１条 （略） 

 

 附 則 

 この要綱は，平成１１年１０月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は，平成１４年４月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は，平成１５年４月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は，平成１７年６月２９日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は，平成１８年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は，平成２０年４月１日から実施する。 

附 則 

広島市要介護認定等資料提供制度要綱 

 

第１条～第９条 （現行に同じ） 

 

（指定介護予防支援事業者への情報提供の特例） 

第１０条 指定介護予防支援事業者と契約している要支援者が要介護・要支

援認定申請を行った結果，要介護と認定された場合で，本人の認定申請書

等の同意欄において事業者に対し第３条第１項第１号から第３号までに規

定する資料を提供することに係る本人の同意があるときは，本市は当該指

定介護予防支援事業者に対し，要介護・要支援認定の判定結果及び当該認

定の有効期間に係る情報に限り提供できるものとする。 

 

第１１条 （現行に同じ） 

 

 附 則 

 この要綱は，平成１１年１０月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は，平成１４年４月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は，平成１５年４月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は，平成１７年６月２９日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は，平成１８年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は，平成２０年４月１日から実施する。 

附 則 
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 この要綱は，平成２２年１月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は，平成２６年３月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２７年８月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は，平成２８年３月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は，平成２９年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は，平成３０年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は，令和２年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は，令和３年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は，令和４年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は，令和５年４月１日から実施する。 

       

                       

 

 

   

  

 

 

 

 

 

 この要綱は，平成２２年１月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は，平成２６年３月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２７年８月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は，平成２８年３月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は，平成２９年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は，平成３０年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は，令和２年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は，令和３年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は，令和４年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は，令和５年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は，令和６年４月１日から実施する。 
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申出者が提供対象者であることを証する書類について 

 

（略） 

 

１ （略） 

 

２ 第４条第２号関係 

（１）申出者の本人確認のため上記１（１）又は（２）の書類の提示が必要 

（２）申出者と本人との関係の確認のため，本人との続柄を証する次のいず

れか一つの書類の提示が必要 

  ① 住民票                          

② 戸籍謄本 

③ その他国又は地方公共団体の機関が発行した書類 

                                   

                          

 

３ 第４条第３号から第１１号まで関係 

（１）申出者の本人確認のため上記１（１）又は（２）の書類の提示が必要 

（２）本人と事業者等の関係確認のため，下記の書類の提示が必要 

ア 下記イ及びウを除く事業者の場合 

本人と事業者との間で結ばれている当該契約書若しくは重要事項説 

明書又はその写し 

イ 第４条第１１号に規定する特例入所対象者等の判定を予定している 

指定介護老人福祉施設及び指定地域密着型介護老人福祉施設 

    入所申込書等 

  ウ 第４条第７号及び第８号において、介護予防支援又は介護予防ケア 

マネジメントの提供に係る委託を受けた指定居宅介護支援事業者 

下記の①及び②に掲げる書類 

① 本人と指定介護予防支援事業者又は地域包括支援センター設置者

との間で結ばれている当該契約書若しくは重要事項説明書又はその

申出者が提供対象者であることを証する書類について 

 

（現行に同じ） 

 

１ （現行に同じ） 

 

２ 第４条第２号関係 

（１）申出者の本人確認のため上記１（１）又は（２）の書類の提示が必要 

（２）申出者と本人との関係の確認のため，本人との続柄を証する次のいず

れか一つの書類の提示が必要 

  ① 住民票（申出者と本人が住民票上の同一世帯である場合のみ） 

② 戸籍謄本 

③ その他国又は地方公共団体の機関が発行した書類 

（３）上記（２）については，申出者と本人が広島市に住民票を置き，住民

票上の同一世帯である場合は，省略することができる。 

 

３ 第４条第３号から第１１号まで関係 

（１）申出者の本人確認のため上記１（１）又は（２）の書類の提示が必要 

（２）本人と事業者等の関係確認のため，下記の書類の提示が必要 

ア 下記イ及びウを除く事業者の場合 

本人と事業者との間で結ばれている当該契約書若しくは重要事項説 

明書又はその写し 

イ 第４条第１１号に規定する特例入所対象者等の判定を予定している 

指定介護老人福祉施設及び指定地域密着型介護老人福祉施設 

    入所申込書等 

  ウ 第４条第７号及び第８号において、介護予防支援又は介護予防ケア 

マネジメントの提供に係る委託を受けた指定居宅介護支援事業者 

下記の①及び②に掲げる書類 

① 本人と指定介護予防支援事業者又は地域包括支援センター設置者

との間で結ばれている当該契約書若しくは重要事項説明書又はその
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写し 

② 本人の介護予防サービス計画の作成について指定介護予防支援事

業者から委託を受けたことを証する書類又は本人の介護予防ケアマ

ネジメントのケアプラン作成について地域包括支援センター設置者

から委託を受けたことを証する書類 

（３）本人と契約を結んでいる事業者又は本人と契約を結んでいる指定介護

予防支援事業者又は地域包括支援センター設置者から委託を受けた指定

居宅介護支援事業者の従業員等であることを確認するため、下記のいず

れかの書類の提示が必要 

  ① 事業者が発行した身分証明書 

② 事業者の代表者が証する従業者であることの証明書等 

（４）上記（２）については，「居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書

（小規模多機能型居宅介護・複合型サービス事業者用を含む）」，「介護

予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書

（地域包括支援センター用，介護予防小規模多機能型居宅介護事業者

用）」 が，第５条に基づく申出を行う区の福祉課           

に対し提出されている場合は省略することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写し 

② 本人の介護予防サービス計画の作成について指定介護予防支援事

業者から委託を受けたことを証する書類又は本人の介護予防ケアマ

ネジメントのケアプラン作成について地域包括支援センター設置者

から委託を受けたことを証する書類 

（３）本人と契約を結んでいる事業者又は本人と契約を結んでいる指定介護

予防支援事業者又は地域包括支援センター設置者から委託を受けた指定

居宅介護支援事業者の従業員等であることを確認するため、下記のいず

れかの書類の提示が必要 

  ① 事業者が発行した身分証明書 

② 事業者の代表者が証する従業者であることの証明書等 

（４）上記（２）については，「居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書 

                               」，「介護

予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書 

                                  

  」等が，第５条に基づく申出を行う区の福祉課又は地域支えあい課

に対し提出されている場合は省略することができる。 
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様式第１号（表） 

 

様式第１号（表） 

 
 


